
・高知市の被害最小化で県全体の早期復旧・復興につながる地震・津波対策を早急に完成させるには、事業の着実な推進が必要。
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」については、必要な予算を例年以上の規模で確保し、計画的に事業を推進すること。
また、南海トラフ地震の発生が逼迫していることを踏まえ、能登半島地震の教訓を踏まえた「国土強靱化実施中期計画」を令和６年内に策定し、
５か年加速化対策後においても、国土強靱化に必要な予算・財源を通常予算とは別枠で確保して安定的・継続的に取り組むこと。

河川事業（県事業）高知港海岸（県事業）

高知港海岸（国直轄）

◆県人口の約47%が集中し、都市機能が集積する県都・高知市

河川事業（県事業）

三重防護（国直轄、県事業）
高知海岸（国直轄）

◎地震・津波対策
　（三重防護＋二級河川）による効果
　◆Ｌ１津波時の浸水被害をゼロに！

　 ◆Ｌ２津波時に対しては浸水期間の短縮

　　　による社会経済活動の早期回復へ！

①第１ライン…高知新港の防波堤の延伸と粘り強い化（港湾事業）

②第２ライン…湾口部の津波防波堤、海岸堤防の耐震対策・嵩上げ

③第３ライン…浦戸湾内の海岸堤防の耐震対策・嵩上げ

⑤直轄高知海岸の海岸堤防の地震津波対策

　（R3完成）

②

①

浦戸湾

高知県庁 高知駅

高知ＩＣ

≪政策提言≫

○未整備で南海トラフ地震が発生した場合

　◆約1ヶ月半の長期浸水（浸水範囲2,800ha）

　◆12万人の長期避難

湾口部津波防波堤

③

海岸・河川の南海トラフ地震・津波対策の促進        　          

タナスカ地区

凡例

三重防護　国直轄

三重防護　県事業

直轄高知海岸

河川事業

◆浦戸湾の地震・津波対策（海岸・河川）

◆県事業の進捗状況（海岸・河川）

◆整備状況（国直轄・県事業）

潮江地区（西孕工区）

高知新港

種崎外縁地区

浦戸湾地区（瀬戸工区）

高知港海岸（国直轄）
・種崎外縁地区、タナ
　スカ地区の耐震化を
　継続
・湾口部の津波防波堤
　の整備を継続

タナスカ地区

（令和１３年度完成に向けて）

浦戸湾の三重防護の推進
～　　　　　　　　　　　　　～

潮江地区

浦戸湾地区（横浜）

④

⑤

④浦戸湾に流入する河川堤防の耐震対策

種崎外縁地区⑤

昭和南海地震直後の高知市（地盤沈下　約1.2ｍ）

 現在の高知市
潮江地区 江ノ口・下知地区

高須地区（吸江）
ぎゅうこう

浦戸湾地区（瀬戸）

高知市

高知県庁

重点区間①
（平成29年度完了）
 江ノ口・下知地区
（人口：5.0万人） 重点区間②

高須地区
（人口：3.1万人）

鏡川（水管理・国土保全局）

舟入川（水管理・国土保全局）

久万川（水管理
・国土保全局）

下田川（水管理・国土保全局）

介良川（水管理・国土保全局）

重点区間②
潮江地区
（人口：2.7万人

人口の集中する重点区間の推進　

国分川（水管理・国土保全局）

潮江地区（港湾局）

若松町工区（港湾局）

補助事業(事業間連携）
   により潮江地区を推進

鹿児川排水機場

鹿児第二排水機場

凡例
R3迄に耐震対策済等

R4整備箇所 （R3補正含む）

R5整備箇所 （R4補正含む）

R6以降整備予定 （R5補正含む）

江ノ口川排水機場

本江田川排水機場

堀川排水機場

下田川排水機場

高知県庁

高須地区を推進新田町工区

高知駅

吸江工区

港町工区

高知港海岸（県事業）
・潮江、高須、浦戸
　湾各地区の堤防の
　耐震工事を継続

河川事業（県事業）
・下田川、国分川等
　の堤防の耐震工事
　を継続

国分川

津波防波堤

桂浜外縁地区

(長期浸水対策のため、河川堤防については耐震対策を先行実施中）


